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１ 計画策定の趣旨

この行動計画は 「とくしま障がい者雇用促進憲章 （平成１９年１２月制、 ※

定 」に基づき、障がいのある人の雇用の促進を図るための計画です。）

計画期間は、令和５年度～令和８年度の４年間とします。

※「とくしま障がい者雇用促進憲章」は、障がい者雇用の促進を目指す県

とそれに賛同する県内の有識者、障がい者団体、経済団体等の有志で構

成された「とくしま障がい者雇用促進県民会議」が、障がいのある人の

「働きたい」という想いを実現するために、個人、地域、事業主及び

行政が、取り組むべき指針を示したものです。

※「障がいのある人」とは、身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達

。） （ 「 」 。）障がいを含む その他の心身の機能の障がい 以下 障がい という

がある者であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は

社会生活に相当な制限を受ける状態にある者をいいます。

２ 目指すべき姿

障がいのある人の働きたいを実現し、いきいきと働き続ける

ことのできる社会を構築します。
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３ 障がい者の雇用等の現状と課題

（１）徳島県内の障がい者手帳交付状況（身体、知的、精神)

●障がい者手帳交付者数

（県資料提供)

徳島県の障がい者手帳交付者数は、令和３年度末（令和４年３月３１日現

在）で４７，７２８人となっており、平成２３年度末から令和３年度末まで

の１０年間で１，８１６人減少しており、約３．７％の減となっています。

平成２３年度末から令和３年度末までの１０年間で「身体障害者手帳」所

持者数は減少していますが 「療育手帳（知的障がい 「精神障害者保健福祉、 ）」

手帳（精神障がい 」所持者数は増加しており、特に「精神障害者保健福祉手）

帳（精神障がい 」所持者数に限れば、２，５５６人の増加で約１．７倍とな）

っています。

身体

39,031人

78.8％

知的

6,966人

14.1%
精神

3,547人

7.2%

（平成２３年度）

合計

49,544人
身体

32,792  人

68.7%

知的

8,833  人

18.5%

精神

6,103  人

12.8%

（令和３年度）

合計

47,728人　
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（県資料提供）

徳島県の身体障害者手帳所持者数は、令和３年度末で３２，７９２人となっ

ており、平成２４年度末からは毎年減少しています。

年齢別では、全体における「１８歳未満」及び「１８歳～６４歳」の割合

が減少しているのに対し 「６５歳以上」の割合は増加しており、令和３年度、

末は２５，５０１人と、全体の約７７．８％を占めています。

●療育手帳所持者（年齢別）の推移

1,619 1,643 1,661 1,642 1,673 1,679 1,637 1,617 1,543 1,493 1,518

5,347 5,579 5,813 6,014 6,176 6,383 6,592 6,764 6,976 7,143 7,315

6,966
7,222

7,474
7,656

7,849
8,062

8,229 8,381 8,519 8,636
8,833

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度

(人)

年齢階層別 18歳未満 年齢階層別 18歳以上 療育手帳所持者数

498 478 462 446 442 429 424 408 396 362 354

10,814 10,388 9,903 9,374 8,944 8,603 8,250 7,817 7,566 7,162 6,937 

27,719 28,364 28,701 28,524 28,469 28,305 27,765 27,207 26,714 26,035 25,501

39,031 39,230 39,066 38,344 37,855 37,337
36,439

35,432
34,676

33,559
32,792

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度

(人)

年齢階層別 18歳未満 年齢階層別 18～64歳 年齢階層別 65歳以上 身体障害者手帳所持者数

●身体障害者手帳所持者（年齢別）の推移

（ ）県資料提供
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、 ， 、徳島県の療育手帳所持者数は 令和３年度末で８ ８３３人となっており

平成２３年度末から令和３年度末までの１０年間で１，８６７人、

約２６．８％増加しています。

また、年齢階層別に見ると、平成２３年度末から令和３年度末までの１０

年間で「１８歳未満」は１０１人、約６．２％減少しており 「１８歳以上」、

は１，９６８人、約３６．８％増加しています。

●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移

（県資料提供）

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和３年度末で６，１０３人となっ

ており、平成２３年度末から令和３年度末までの１０年間で２，５５６人の

増加で、約１．７倍となっています。

3,547
3,703

3,948
4,158

4,472
4,755

4,980

5,313
5,627 5,727

6,103

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 2年度 3年度

(人)
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（２）徳島県の障がい者の職業紹介状況の推移

●新規求職申込件数

●就職件数

（徳島労働局資料提供）

、 、徳島県のハローワークを通じた障がい者の職業紹介状況は 令和３年度は

「新規求職申込件数」１，１７４件 「就職件数」６４９件となっており、平、

成２３年度から令和３年度までの１０年間で「新規求職申込件数」は約１８.
倍 「就職件数」は約１．７倍となっています。、

、「 」 、障がい種別の構成比の変化を見てみると 新規求職申込件数 については

平成２３年度は 身体障がい者 が４３ ８％ 精神障がい者 が２３ ２％「 」 ． 、「 」 ．

でしたが、令和３年度は「身体障がい者」が２５．０％ 「精神障がい者」が、

４２．３％と逆転し、精神障がい者の割合が最も高くなっています 「就職件。

数」についても同様に、平成２３年度には「身体障がい者」の割合が最も高

かったものが、令和３年度には「精神障がい者」の割合が最も高くなってい

ます。

身体

114件

17.6%

知的

197件

30.4%

精神

267件

41.1%

その他

71件

10.9%

（令和３年度）

合計

649件

身体

165件

44.1%

知的

112件

29.9%

精神

92件

24.6%

その他

5件

1.3%

（平成２３年度）

合計

374件

身体

294件

25.0%

知的

259件

22.1%

精神

497件

42.3%

その他

124件

10.6%

（令和３年度）

合計

1,174件

身体

287件

43.8%

知的

189件

28.9%

精神

152件

23.2%

その他

27件

4.1%

（平成２３年度）

合計

655件
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（３）徳島県における障がい者雇用状況の推移

令和4年6月1日現在）●民間企業における障がい者の雇用数、雇用率の比較 （

区 分 全国 企業数 法定雇用障が 障がい者数 雇用率 法定雇用率 法定雇用

順位 い者数の算定 達成企業数 率達成企

基礎となる労 業の割合

働者数

企業 人 人 ％ 企業 ％

27 543 87,241.0 2,041.0 2.34 333 61.3徳島県
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )（ ）31 348 65,841.0 1,106.5 1.68 201 57.8

107,691 27,281,606.5 613,958.0 2.25 52,007 48.3全 国
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )76,308 22,577,527.0 382,363.5 1.69 35,694 46.8

（ ）内は、平成２４年６月１日現在 （徳島労働局資料提供）

（各年6月1日現在）●障がい者の雇用数の推移

（徳島労働局資料提供）

徳島県の民間企業の障がい者雇用状況は 「雇用障がい者数」で令和４年６、

月１日時点では２，０４１．０人となっており、平成２４年から令和４年ま

での１０年間で９３４．５人増加し、約１．８倍となっています。

令和４年の「実雇用率」は２．３４％となっており、平成２４年から令和

４年までの１０年間で０．６６ポイント上昇しています。

注）短時間労働者は、原則、１人を０．５人としてカウント。

重度身体障害者、重度知的障害者は１人を２人としてカウント。

短時間重度身体障害者、重度知的障害者は１人としてカウント。

1,106.5

1,245.0

1,345.0

1,488.5

1,551.0

1,657.5

1,806.5

1,877.0 1,875.5

1,948.0

2,041.0

1.68%

1.78%

1.90%

2.04%

2.09%

2.17%
2.20%

2.26% 2.22%
2.26%

2.34%

1.00%

1.10%

1.20%

1.30%

1.40%

1.50%

1.60%

1.70%

1.80%

1.90%

2.00%

2.10%

2.20%

2.30%

2.40%

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

1,900

2,100

平成24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 令和元年 2年 3年 4年

雇用者数 実雇用率 法定雇用率

法定雇用率

1.8%

法定雇用率

2.2%

法定雇用率

2.0%

法定雇用率
2.3%

（人）
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（４）法定雇用率達成企業数（事業所規模別）

令和4年6月1日現在）●民間企業における規模別障がい者雇用状況 （
規 模 企業数 障がい者雇用率 法定雇用率 法定雇用率

達成企業の数 達成企業の割合

企業 ％ 企業 ％

319 2.13 185 58.043.5人以上
人未満100

179 2.45 120 67.0100人以上
人未満300

30 2.30 16 53.3300人以上
人未満500

6 2.46 5 83.3500人以上
人未満1,000

9 2.40 7 77.81,000人以上

543 2.34 333 61.3計

（徳島労働局資料提供）

令和4年6月1日現在）●法定雇用率未達成企業の状況 （

法定雇用率 不足数 障がい者の

区 分 未達成企業 人又は 人又は 人又は 人又は 数が 人で0.5 1.5 2.5 3.5 0
の数 人 人 人 人 ある企業数1 2 3 4

210 143 49 12 6 138規模計

( ) ( ) ( ) ( ) ( )68.1% 23.3% 5.7% 2.9% 65.7%
134 121 13 11743.5人以上

人未満 ( ) ( )100 63.8% 87.3%
59 18 28 10 3 21100人以上

人未満 ( ) ( )300 28.1% 35.6%
14 4 6 2 2 0300人以上

人未満 ( ) ( )500 6.7% 0%
1 1 0500人以上

人未満 ( ) ( )1,000 0.5% 0%
2 1 1 01,000人以上

( ) ( )1.0% 0%
（ ）内は階級内における構成比 （徳島労働局資料提供）

徳島県内の民間企業における規模別障がい者雇用状況を見ると、法定雇用

率未達成企業の中で３００人未満規模の企業が大半を占めています。

令和４年の法定雇用率未達成企業は２１０社で、うち不足数が０．５人又

は１人の企業（１人不足企業）は１４３社と、全体の６８．１％を占めてい

ます。

また、障がい者を１人も雇用していない企業は１３８社で、法定雇用率未

達成企業全体の６５．７％となっています。
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（５）障がい者雇用の課題

① 障がいのある人の自立や社会参加のためには、雇用・就業の推進が欠か

せません。

時間や場所にとらわれない働き方の創出や個性と能力に応じた業務の提

供など、障がいのある人の能力、適性を十分に活かし、その特性に応じて

活躍でき、障がいのある人もない人も共に働くことが当たり前の社会の実

現に向けて取組むことが重要です。こうした取組は、労働者が多様な働き

方を選択できる社会を実現する「働き方改革」の主要な柱のひとつです。

「 」 、 、② 共生社会 の実現に向けて 障がい者雇用に社会全体で取り組むため

障害者雇用率制度が設けられ、事業主には雇用率達成義務が課せられてい

ます。障がい者雇用の促進を図り、障がいのある人が活躍できる場の拡大

に努める必要があります。

③ 県内企業の障がい者雇用状況を見てみると、令和４年６月１日時点で働

く障がい者は２，０４１人とこれまでで最多となり順調に伸びています。

また 令和４年６月１日現在の民間企業の実雇用率についても ２ ３４％、 、 ．

と過去最高となっています。

障がい者雇用を今後とも更に促進していくためには、企業のニーズと一

般就労を希望する障がいのある人一人ひとりの障がい特性に応じたマッチ

ング、中小企業等を中心とした雇用拡大への支援および地域における福祉

施設や教育機関、労働関係機関等とのこれまで以上に連携した取組を行っ

ていくことが必要です。

④ 平成３０年度からは、法定雇用率の算定基礎に精神障がい者が加わりま

した。精神障がい者の就職件数は、令和３年度で２６７件となっており、

． 、 。平成２３年度の９２件から２ ９倍と １０年間で大きく増加しています

精神障がい者は、身体障がい者や知的障がい者と比較して職場定着が困難

な傾向にあるため、その特性に応じた業務の切り出しや、事業所内におけ

、 。る障がい特性の理解など 職場定着のための職場ぐるみの支援が必要です

⑤ 難病のある人や中途障がい者、高次脳機能障がい者においては、体力面

での制約や症状の特性、通院、治療等の必要から、従来の働き方が困難に

なるケースがあります。このことから、個々の体力や症状等に配慮しなが

ら、テレワークや短時間勤務等を活用し、勤務場所や勤務時間にとらわれ

ない多様で柔軟な働き方を選択できる環境づくりが必要です。
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４ 行動計画指針

とくしま障がい者雇用促進行動計画は、県民、事業主及び行政等が連携・

協力し、県民が一体となって、障がい者雇用の促進に向け、県民運動を展開

「 」 、することを目的とした とくしま障がい者雇用促進憲章 を指針としており

憲章は、障がい者雇用を促進する原点となっています。

（一部抜粋）とくしま障がい者雇用促進憲章

（１）個人

障がいのある人が生き生きと働ける職場が広がるよう、それぞれの

立場で、できることから積極的に行動しましょう。

障がいのある人は、それぞれの能力に応じた、職業的自立をめざしま

しょう。

（２）地域

地域のみんなが交流し、障がいのある人と、ともに働き暮らせる社会

をつくりましょう。

（３）事業主

障がいのある人を理解し「できないこと」よりも「できること」を

大切にしましょう。

在宅勤務などの多様な働き方を推進し 「働く場」を拡げましょう。、

（４）行政

雇用・教育・福祉・医療などに関わる国・県・市町村や関係機関は、

、 、連携・協力し 障がいのある人の働きやすい環境づくりに取り組むなど

「働き続けたい」を支援します。
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５ 主要施策

（１）企業のニーズや障がい特性に応じた多様な職業訓練等の充実

【具体的な取組】

① 障がい者職業訓練事業を通して障がいのある人の就職を促進します。

② 特別支援学校において、就業先に特化した技能検定を実施し、生徒の

就労につなげるためのマナーや技能等を高めるとともに 「就業体験」等、

の実践的な教育活動の機会拡充を図ります。

③ 特別支援学校の生徒の働きたい想いを実現するため、就労への意欲や

職業スキルの向上など、一人ひとりのニーズに応じた質の高い就労支援

体制の充実を図ります。

④ 関係機関等との連携を強化し、障がいのある人に対して、障がい特性

に応じた訓練を実施するため、実習先の確保を図ります。

⑤ 職業能力の向上を促進し、技能者として社会に参加する自信と意欲を

高めるとともに、広く社会の理解と認識を深めるため、全国障害者技能

競技大会へ選手を派遣します。

⑥ 障がいのある人が公共施設において行う対面販売等の実習機会の拡大

を図ります。

⑦ 障がいのある人が地域で暮らし、自立した生活を送るため、社会的ス

キルの習得機会や余暇活動支援としての交流の場を提供します。

〈主要KPI〉

令和 年度実績 令和 年度目標成果指標 3 8

「障がい者職業訓練事業」における訓練生の就職率 ％ ％42.9 60

人とくしま特別支援学校技能検定「審査員認定教 11
人以上

員」の年間新規認定者数(主査・副査) (令和 年度実績)4 12

障がい者マイスター認定者数（累計） 人 人27 42
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（２）障がい特性に応じたきめ細かな就労支援の促進

【具体的な取組】

① 障害者優先調達推進法に基づく「徳島県障がい者優先調達推進方針」

を定め、障がい者就労支援施設からの物品等の調達の推進を図ります。

② 就労製品のブランド化を進め、商品力の強化を図るとともに、共同受

注窓口を活用し、各施設が協働した受注体制、ネットやイベント等での

販売体制、 戦略などを確立し、販路拡大を促進することにより、就労PR
移行支援や就労継続支援サービス等の充実強化と障がいのある人の工賃

アップを図ります。

③ 障がい者就労支援施設の円滑な農林水産業参入を促進し、農福連携等

の更なる推進を図るため、県と民間団体からなる「農福連携等推進検討

会」を核として障がい者就労支援施設が提供できる労働力と農林水産業

者が求める作業とのマッチングや、農業等に関する技術指導の取組を推

、 。進することにより 障がいのある人の自立と社会参加の促進を図ります

④ 就労移行支援事業所等において、積極的な企業での実習や求職活動の

支援（施設外支援）等の推進を図り、一般就労を促進します。

⑤ 障がいのある人の情報格差を解消するための機器等の給付・貸与を実

施する市町村を支援します。

⑥ 障がいのある人やその関係者に対して、就労に向けた交流やマッチン

グの場を提供するとともに、特別支援学校の生徒に対しては職場実習や

企業との懇談の場を設けるなど、相互理解を深める取組を推進します。

⑦ 県民一人ひとりが障がいについての正しい知識と理解を持ち、それぞ

れの特性に応じた適切な支援を提供することで、その後の就労の幅を広

げられることをめざします。

⑧ 障がい者の雇用に関する知識や経験を関係機関が相互に情報共有し、

連携を強化することにより、支援力の向上をめざします。

〈主要KPI〉

令和 年度実績 令和 年度目標成果指標 3 8

施設利用者の平均月額工賃全国順位（毎年度） 第 位 第 位2 1

障がい者の就職件数（ハローワーク） 件 前年度以上649

福祉施設から一般就労への移行者数 人 人60 76
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（３）障がい者雇用促進と生きがいを持って働き続けられる社会づくり

【具体的な取組】

、 、① 事業所 関係機関で構成する障がい者雇用促進ネットワークを活用し

地域との連携や課題解決に取り組むことにより、障がいのある人の雇用

を促進します。

② 障がい者雇用に顕著な実績をあげた企業(団体）や、職場で活躍してい

る障がいのある人に対して、知事表彰を行うとともに、企業に対しては

シンボルマークの使用による社会的貢献に対する顕彰を行います。

③ 法定雇用率対象外企業を含むあらゆる業種の企業に対して、精神障が

い者の受入促進をはじめとした障がい者雇用に関する各種講座の実施や

就労支援制度などの周知を図り、活用を促進することにより、さらなる

雇用の場の確保をめざします。

④ 企業の障がい者雇用の取組について、県が積極的に関係機関と連携を

図り、障がいのある人だけでなく、共に働く従業員へも専門相談や情報

提供などの支援を行います。

⑤ 企業におけるテレワークや短時間勤務の導入など、職場環境の整備推

進を通して、障がいのある人が「多様で柔軟な働き方」ができるよう支

援します。

⑥ 県が率先して障がいのある人を職員に採用するとともに、合理的配慮

を行います。

⑦ 障がいのある人のスポーツ、芸術文化活動等を支援することにより、

社会参加や就労への意欲向上に努めます。

⑧ 県ポータルサイト「とくしま障がい者雇用ＮＡＶＩ」を活用し、各種

支援制度やイベント情報などを積極的に発信します。

、 、⑨ 障がい者理解に関する情報やＦＡＱについて ホームページ等により

広く県民に周知、広報を行い、障がい者雇用の理解と促進に努めます。

⑩ 外見からはわからない障がいや難病など様々な障がい等の理解を深め

るためのイベント開催や機関誌の発行など、関係機関と連携し幼少年期

からの理解促進に努めます。

〈主要KPI〉

令和 年度実績 令和 年度目標成果指標 3 8

障がい者雇用優良企業表彰数（累計） 事業所 事業所45 53
法定雇用率以上とする県の機関における実雇用率 ( )2.88 2.6 %※

法定雇用率以上とする県教育委員会における実雇用率 ( )2.64 2.5 %※

法定雇用率以上とする民間企業における実雇用率 ( )2.34 2.3 %※

※の数値は令和 年 月 日実績、( )内の数値は法定雇用率4 6 1
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参考資料

とくしま障がい者雇用促進憲章

わたしたちは、働く意欲のある全ての人々が 「働く 「働き続ける」ことで、 」

、 。幸せを得ることができる 優しく個性豊かな社会で暮らすことを願っています

障がいのある人は、自身の障がいを乗り越えて 「働きたい」を実現するた、

めに懸命に努力していますが 「働く」ことに不安を持っている人もいます。、

わたしたちは、障がいのある人を正しく理解し、「働きたい」の実現や

「働く」ことへの不安の解消に向け、ともに働く仲間として積極的に応援

することが大切です。

わたしたち県民は、障がいのある人の、雇用の場を確保することをめざし、

全ての人の心と力を合わせ 「働きたい」を実現することを決意し、ここに、、

「とくしま障がい者雇用促進憲章」を制定します。

― 障がいのある人の「働きたい」を応援しよう！―

個 人

、 、障がいのある人が生き生きと働ける職場が広がるよう それぞれの立場で

できることから積極的に行動しましょう。

障がいのある人は、それぞれの能力に応じた、職業的自立をめざしましょう。

地 域

地域のみんなが交流し、障がいのある人と、ともに働き暮らせる社会をつ

くりましょう。

事業主

障がいのある人を理解し 「できないこと」よりも「できること」を大切、

にしましょう。

在宅勤務などの多様な働き方を推進し 「働く場」を広げましょう。、

行 政

雇用・教育・福祉・医療などに関わる国・県・市町村や関係機関は、

連携・協力し、障がいのある人の働きやすい環境づくりに取り組むなど、

「働きたい」を支援します。
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徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例
平成二十四年十月十九日

徳島県条例第六十二号

改正 平成二五年一二月一九日条例第五六号

〔徳島県障害者の雇用の促進等に関する条例〕をここに公布する。

徳島県障がい者の雇用の促進等に関する条例

（平二五条例五六・改称）

障がい者の雇用を取り巻く状況は、障がい者に対する理解と関心の増進により改善が見られる一方で、まだ多く

の障がい者が働く場を求めており、依然として厳しいものとなっている。

このような状況を改善するためには、事業主はもとより、県民全てが障がい者の雇用について理解を深めること

により、働く意欲のある障がい者が、その特性に応じて能力を発揮し、地域社会の一員となる機会が確保されること

が不可欠である。

こうした認識の下、障がい者の働きたいという思いの実現に向けて、県、事業主、障がい者雇用関係団体及び県

、 、 、 、民が 障がい者に対する理解を深め 相互に連携を図りながら協力することにより 障がい者の雇用の気運を醸成し

一人でも多くの障がい者の雇用の場が確保されることを目指し、この条例を制定する。

（平二五条例五六・一部改正）

（目的）

第一条 この条例は、障がい者の雇用の促進等について、基本理念を定め、並びに県の責務並びに事業主、障がい者

雇用関係団体及び県民の役割を明らかにするとともに、障がい者の雇用の促進等に関する施策の基本となる事項

を定めることにより、障がい者の雇用の促進等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって働く意欲のあ

る障がい者が、その特性に応じて能力を発揮することのできる社会の実現に寄与することを目的とする。

（平二五条例五六・一部改正）

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 障がい者 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三号）第二条第一号に規定する

障害者をいう。

二 障がい者の雇用の促進等 障がい者の雇用の促進及びその職業の安定をいう。

三 障がい者雇用関係団体 事業主の団体、障がい者の団体その他の障がい者の雇用又は就労に関係のある団体

をいう。

（平二五条例五六・一部改正）

（基本理念）

第三条 障がい者の雇用の促進等は、障がい者がその特性に応じて能力を発揮し、経済社会を構成する労働者の一員

として社会参加の機会が確保されることを旨として、行われなければならない。

（平二五条例五六・一部改正）

（県の責務）

、 （ 「 」 。） 、第四条 県は 前条に定める障がい者の雇用の促進等についての基本理念 以下 基本理念 という にのっとり

関係行政機関、事業主、障がい者雇用関係団体及び県民と協力して、障がい者の雇用の促進等に関する施策を実

施するものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（事業主の役割）

第五条 事業主は、基本理念にのっとり、障がい者一人一人の特性について理解を深め、その特性に配慮した雇用管

理を行う等、障がい者の働きやすい職場環境を整備し、障がい者の雇用の機会の創出及び拡大に努めるものとす

る。

（平二五条例五六・一部改正）

（障がい者雇用関係団体の役割）

第六条 障がい者雇用関係団体は、基本理念にのっとり、その構成員に対し、障がい者の雇用又は就労のために必要

な情報の提供及び助言に努めるものとする。
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（平二五条例五六・一部改正）

（県民の役割）

第七条 県民は、障がい者の雇用及び就労に関する理解を深めるとともに、県が実施する障がい者の雇用の促進等の

ための施策に協力するよう努めるものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（障がい者の雇用の促進等に関する行動計画）

第八条 知事は、障がい者の雇用の促進等に向けた取組について、総合的かつ計画的に推進するため、障がい者の雇

用の促進等に関する行動計画（以下「行動計画」という ）を定めるものとする。。

２ 行動計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 障がい者の雇用の促進等に関する目標

二 前号の目標を達成するために必要な施策に関する事項

３ 知事は、行動計画を定めるに当たっては、あらかじめ、県民から広く意見を聴くものとする。

４ 知事は、行動計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 前二項の規定は、行動計画の変更（軽微なものを除く ）について準用する。。

（平二五条例五六・一部改正）

（就労のための教育の充実）

第九条 県は、徳島県立学校において、在学する障がいのある生徒が就労に必要な能力を習得するための教育の充実

を図るものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（職業訓練の充実）

第十条 県は、障がい者が職業に必要な技能及び知識を習得するための職業訓練の充実を図るものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（就業及び生活上の支援）

第十一条 県は、障害者の雇用の促進等に関する法律第二十七条第二項に規定する障害者就業・生活支援センターそ

の他の関係機関と連携して、障がい者が職業生活における自立を図るための就業の支援及び就業に伴い必要とな

る日常生活又は社会生活上の支援に努めるものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（障害者支援施設等からの物品の買入れ等）

第十二条 県は、障害者支援施設等（地方自治法施行令（昭和二十二年政令第十六号）第百六十七条の二第一項第三

号に規定する障害者支援施設その他の施設等であって、障がい者を多数雇用する等により障がい者の雇用の促進

等に取り組むものとして知事が定めるものをいう。以下同じ ）において生産活動等に従事する障がい者の就労を。

支援するため、自ら率先して障害者支援施設等から物品を買い入れ、又は役務の提供を受けることに努めるとと

もに、事業者に対して同様の措置を講ずるよう協力を求めるものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（職員の採用）

第十三条 県は、自ら率先して障がい者を職員に採用するものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（啓発活動）

第十四条 県は、障がい者の雇用及び就労に関し、事業主及び県民の理解を深めるため、関係行政機関及び障がい者

雇用関係団体と協力して啓発活動を行うものとする。

（平二五条例五六・一部改正）

（顕彰）

第十五条 県は、障がい者の雇用の促進等に著しく貢献した事業者及び団体（以下「事業者等」という ）の顕彰に。

努めるものとする。

２ 知事は、前項の規定により顕彰された事業者等に対し、知事が別に定めるところにより、同項の規定により顕彰

された事業者等であることを示す標章の使用を認めることができる。

（平二五条例五六・一部改正）
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附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例の施行の際現に定められている障がい者の雇用の促進等に関する県の計画であって、障がい者の雇用の

促進等に向けた取組について総合的かつ計画的に推進するためのものは、第八条第一項の規定により定められた

行動計画とみなす。

（平二五条例五六・一部改正）

附 則（平成二五年条例第五六号）

この条例は、平成二十六年一月一日から施行する。
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障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例
平成二十七年十二月二十五日

徳島県条例第七十一号

障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例をここに公布する。

障がいのある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例

目次

前文

第一章 総則（第一条―第七条）

第二章 障がいのある人の権利の擁護

第一節 障がいのある人に対する差別等の禁止（第八条・第九条）

第二節 差別等に関する相談体制（第十条―第十二条）

第三節 差別等に該当する事案解決の仕組み（第十三条―第十八条）

第三章 地域における共生社会の実現に向けた取組

第一節 情報の取得、コミュニケーションに対する支援（第十九条―第二十三条）

第二節 障がいのある人の移動に対する支援（第二十四条―第二十六条）

第三節 自立及び社会参加（第二十七条―第三十四条）

第四章 県民理解の促進（第三十五条―第三十八条）

第五章 雑則（第三十九条・第四十条）

附則

本県においては、障がいのある人が、いきいきと安心して生活できるよう、障がい福祉サービス等を充実させる

とともに、意欲を持って働く機会の創出など、様々な取組を積み重ねてきた。

また、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の成立、障害者の権利に関する条約の批准など、障がい

のある人の権利を擁護する意識が高まる中、これまでの取組を更に発展させるとともに、障がいを理由とする差別の

解消、障がいのある人の日常生活や社会生活を制限している社会的障壁の除去、さらには、障がいの特性に応じた適

切な情報の取得及び利用、意思疎通並びに移動のための手段の確保などを通じ、障がいのある人が自立して社会参加

し、及び自己の個性や能力を発揮することができるような共生社会の実現が求められている。

特に、障がいのある人が、その多様な障がいの特性に応じ、自らの可能性を最大限に発揮し、地域における社会

貢献活動をはじめとした活躍の場を広げていくことが共生社会の実現のために必要である。

そして、障がいの有無にかかわらず全ての人が、自らの地域に住み、働き、学び、自立し、互いの立場を尊重し

合いながら支え合うことができる社会の実現は、地域社会の活力を取り戻すことにつながるものである。

ここに、私たちは、障がいのある人の権利を擁護するための取組を推進するとともに、障がいのある人もない人

も、支え合いながら、いきいきと暮らせる共生社会の実現を目指し、この条例を制定する。

第一章 総則

（目的）

第一条 この条例は、障がいのある人に対する障がいを理由とする差別の禁止並びに地域社会における障がいのある

人の自立及び社会参加に向けた取組について基本理念を定め、県の責務並びに市町村及び県民の役割を明らかに

するとともに、当該取組に係る施策を総合的に推進することにより、全ての県民が障がいの有無にかかわらず、

相互に人格と個性を尊重し合いながら地域で安心して暮らすことのできる共生社会の実現に寄与することを目的

とする。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 障がいのある人 身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む ）その他の心身の機能の障がい。

（以下「障がい」という ）がある者であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活。

に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

、二 社会的障壁 障がいがある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物

制度、慣行、観念その他一切のものをいう。

三 情報の取得及び意思疎通 障がいのある人が、必要とする情報を自由に取得し、及び利用し、並びに自らの
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意思を表明し、他人の意思を受領し、及び他人との意思疎通を行うことをいう。

（基本理念）

第三条 第一条に規定する障がいのある人に対する障がいを理由とする差別の禁止並びに障がいのある人の自立及び

（ 「 」 。） 、社会参加に向けた取組に係る施策 以下 障がいのある人の権利擁護及び社会参加等に関する施策 という は

次に掲げる事項を基本理念として行わなければならない。

一 全ての県民が、障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重さ

れること。

二 障がいを理由とする差別の解消は、差別が障がいのない人も含めた全ての人に関係する問題であることが認

識され、差別を生む背景にある誤解、偏見その他の理解の不足が解消されるよう、障がいのある人とない人が

学び合い協力していくことを旨として行われなければならないこと。

三 障がいのある人が、可能な限り、言語（手話を含む ）その他の意思疎通のための手段について選択の機会が。

確保されるとともに、情報の取得及び意思疎通のための手段について選択の機会の拡大が図られること。

四 情報の取得及び意思疎通に関する支援は、障がいのある人とない人の双方が、その利益を享受する主体であ

ることを旨として行うこと。

五 全ての障がいのある人が、社会を構成する一員として、自らの意思によって社会、経済、文化その他あらゆ

る分野の活動に参加し、障がいのある人もない人も、互いに支え合い安心して暮らせることを旨として行うこ

と。

六 障がいのある人の自立及び社会参加の促進は、就労支援、雇用促進、スポーツ及び文化芸術の振興その他の

障がいのある人の福祉の向上に関する施策との有機的な連携が図られること。

（県の責務）

第四条 県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という ）にのっとり、障がいのある人の権利擁護及び。

社会参加等に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、並びに実施するものとする。

（市町村等との連携）

第五条 県は、障がいのある人の権利擁護及び社会参加等に関する施策を策定し、並びに実施するに当たっては、市

町村、県民又は事業者（商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人

を除く ）をいう。以下同じ ）と協力し、及び連携して取り組むものとする。。 。

（県民の協力）

第六条 県民は、基本理念にのっとり、障がいのある人に対する理解を深めるとともに、県が実施する障がいのある

人の権利擁護及び社会参加等に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（財政上の措置）

第七条 県は、障がいのある人の権利擁護及び社会参加等に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。

第二章 障がいのある人の権利の擁護

第一節 障がいのある人に対する差別等の禁止

（差別等の禁止）

第八条 全ての県民は、障がいのある人に対して、障がいを理由として差別することその他の権利利益を侵害する行

為（以下「差別等」という ）をしてはならない。。

（社会的障壁の除去のための合理的な配慮）

第九条 社会的障壁の除去は、それを必要としている障がいのある人が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重

でないときは、それを怠ることによって障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよう、当該障がい

のある人の性別、年齢及び障がいの状態に応じて、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければなら

ない。

第二節 差別等に関する相談体制

（差別等及び合理的配慮に関する相談）

第十条 全ての県民は、県に対し、差別等及び社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮に関する相談

（以下「特定相談」という ）をすることができる。。

２ 県は、特定相談があったときは、次に掲げる業務を行うものとする。
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一 特定相談に応じ、必要な助言及び情報提供を行うこと。

二 特定相談に係る関係者間の調整を行うこと。

三 関係行政機関への通知その他特定相談の処理のために必要な事務を行うこと。

（専門相談員の配置）

第十一条 知事は、前条第二項及び次項に規定する業務を行わせるため、差別等及び社会的障壁の除去の実施につい

て必要かつ合理的な配慮に関して専門的な識見を有する者のうちから、相談員（以下「専門相談員」という ）を。

委嘱することができる。

２ 専門相談員は、次に掲げる業務を行うものとする。

一 相談のあった事例の調査及び研究

二 第十四条第二項の調査

三 前二号に付随する業務

３ 専門相談員は、誠実かつ公正にその業務を遂行しなければならない。

４ 専門相談員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

（身体障害者相談員等との連携）

第十二条 次に掲げる者は、特定相談があったときは、県又は専門相談員に対し、第十条第二項に掲げる業務その他

必要な措置を求めることができる。

一 身体障害者福祉法（昭和二十四年法律第二百八十三号）第十二条の三第三項に規定する身体障害者相談員

二 知的障害者福祉法（昭和三十五年法律第三十七号）第十五条の二第三項に規定する知的障害者相談員

三 前二号に掲げる者のほか、差別等及び社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮に関して識見

を有し、障がいのある人から相談を受けている者

第三節 差別等に該当する事案解決の仕組み

（助言又はあっせんの求め）

第十三条 差別等を受けた障がいのある人又は障がいのある人が差別等を受けたと思われる事案を発見した者は、知

事に対し、当該差別等に該当する事案（以下「対象事案」という ）の解決のための助言又はあっせんを求めるこ。

とができる。ただし、当該求めをすることが当該障がいのある人の意に反することが明らかであると認められる

ときは、この限りでない。

２ 前項の規定による求めは、行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）その他の法令に基づく不服申立て又

は苦情申立てをすることができる行政庁の処分又は職務執行については、することができない。

（事実の調査）

第十四条 知事は、前条第一項の規定による求めがあったときは、当該求めに係る事実の調査を行うものとする。

２ 知事は、必要があると認めるときは、専門相談員に、前項の規定による調査の全部又は一部を行わせることがで

きる。

３ 第一項の規定による調査を行う職員又は前項の規定による調査を行う専門相談員は、その身分を示す証明書を携

帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

（助言又はあっせん）

第十五条 知事は、第十三条第一項の規定による求めがあった場合において、対象事案の解決のために必要があると

、 、 。認めるときは 徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会に対し 助言又はあっせんを求めるものとする

２ 徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会は、前項の規定による求めがあったときは、対象事案を解決す

るため、助言又はあっせんを行うものとする。ただし、当該対象事案の性質上助言又はあっせんをすることが適

当でないと認めるときは、この限りでない。

３ 徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会は、助言又はあっせんのために必要があると認めるときは、対

象事案に係る関係者に説明又は資料の提出を求めることができる。

４ 徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会は、対象事案の解決に必要なあっせん案を作成し、これを当事

者に提示することができる。

（勧告）

第十六条 徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会は、前条第四項の規定によるあっせん案を提示した場合

において、差別等をしたと認められる者が正当な理由がなく当該あっせん案を受諾しないときは、当該差別等を
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したと認められる者に対し、必要な措置をとるよう勧告することを知事に対して求めることができる。

２ 知事は、前項の規定による求めがあった場合において、必要があると認めるときは、差別等をしたと認められる

者に対して、必要な措置をとるよう勧告することができる。

、 、３ 知事は 前条第三項の規定による説明若しくは資料の提出を求められた者が正当な理由がなくこれを拒んだとき

又は虚偽の説明若しくは資料の提出を行ったときは、その者に対し、必要な措置をとるよう勧告することができ

る。

（事実の公表）

第十七条 知事は、前条第二項又は第三項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなく当該勧告に従わないとき

は、その旨を公表することができる。

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表に係る者に対して、その旨を通知

し、その者又はその者の代理人の出席を求め、意見の聴取を行わなければならない。ただし、これらの者が正当

な理由なく意見の聴取に応じないときは、意見の聴取を行わないで公表することができる。

（徳島県障がいのある人の相談に関する調整委員会）

第十八条 対象事案の解決のための助言又はあっせんについて調査審議するため、徳島県障がいのある人の相談に関

する調整委員会（以下「委員会」という ）を置く。。

２ 委員会は、委員十人以内で組織する。

３ 委員は、障がいのある人、障がいのある人の福祉に関する事業に従事する者及び福祉、医療、経済、教育、法律

その他差別等に関して学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。

４ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

５ 委員は、再任されることができる。

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。

７ この条例に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

第三章 地域における共生社会の実現に向けた取組

第一節 情報の取得、コミュニケーションに対する支援

（情報の取得及び意思疎通における障壁の除去）

、 。第十九条 県は 障がいのある人が情報の取得及び意思疎通ができるようにするために必要な支援を行うものとする

２ 県は、前項の支援を行う場合においては、障がいの特性に応じた多様な対応が必要であることを認識し、障がい

の特性に配慮して行うものとする。

３ 県は、第一項の支援を行う場合においては、障がい福祉に関して専門的な識見を有する機関と連携して、最新の

知見に基づき行うよう努めるものとする。

（障がいのある人に配慮した情報発信等）

第二十条 県は、障がいのある人が県政に関する情報を速やかに得ることができるよう、可能な限り、障がいのある

人に配慮した形態、手段及び様式によって情報提供を行うものとする。

（意思疎通等の手段の普及）

第二十一条 県は、県民及び事業者において、点字、音声、字幕、文字表示、わかりやすい表現、情報支援機器（情

報の取得及び意思疎通を容易にする機器をいう ）その他の障がいのある人にとって利用しやすい方法により、障。

がいの特性に応じた多様な情報提供の方法が普及するよう必要な施策を講ずるものとする。

２ 県は、手話が言語であるとの認識に基づき、県民及び事業者において手話の利用が普及するよう必要な施策を講

ずるものとする。

３ 県は、障がいのある人自らが、情報の取得及び意思疎通を行えるよう、生活に必要な訓練を行うものとする。

（意思疎通支援者の養成等）

第二十二条 県は、市町村と連携して、点訳、手話通訳その他の方法により障がいのある人の情報の取得及び意思疎

通を支援する者（以下「意思疎通支援者」という ）の養成及び技術の向上のために必要な施策を講ずるものとす。

る。

２ 県は、意思疎通支援者の指導者の養成を行うものとする。

３ 県は、市町村と連携して、意思疎通支援者の円滑な派遣を行うものとする。

（災害時等の情報の確保）
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第二十三条 県は、市町村その他の関係機関と連携して、災害その他非常の事態（以下「災害時等」という ）の場。

合において、障がいのある人に対し、その安全を確保するために必要となる情報を迅速かつ的確に伝えられるよ

う、多様な情報提供の手段を確保するよう努めるものとする。

２ 県は、災害時等における障がいのある人の避難所での生活等において、必要な情報が障がいの特性に応じ、迅速

かつ的確に伝えられるよう、支援する者の人材の育成を行うものとする。

第二節 障がいのある人の移動に対する支援

（移動手段の確保の必要性）

第二十四条 県は、障がいのある人が自立した日常生活又は社会生活のために必要となる安全かつ快適に利用できる

公共交通機関その他の交通手段が提供されることの重要性について、関係機関及び県民の理解を深めるために必

要な施策を講ずるものとする。

（身体障害者補助犬）

第二十五条 県は、身体障害者補助犬（身体障害者補助犬法（平成十四年法律第四十九号）第二条第一項に規定する

身体障害者補助犬をいう。以下同じ ）の支援を必要とする障がいのある人の社会参加を促進するため、身体障害。

者補助犬の育成を行うとともに、身体障害者補助犬の果たす役割の重要性について県民の理解を深めるための啓

発を行うものとする。

（障がいのある人の交通安全等）

第二十六条 県民及び事業者は、身体障がい者用の車椅子で通行している人、白色又は黄色のつえを持った人、身体

障害者補助犬を連れた人その他の安全に配慮が必要と認められる障がいのある人が通行又は歩行している場合に

おいては、その通行又は歩行を妨げないようにするとともに、その安全が確保されるよう必要な配慮をしなけれ

ばならない。

２ 県民及び事業者は、障がいのある人の通行又は歩行の安全を確保するため、自動車（道路交通法（昭和三十五年

法律第百五号）第二条第九号に規定する自動車をいう。以下この項において同じ ）を運転する場合において、当。

該自動車にその存在又は接近を歩行者等に知らせる音を発する装置（自動車の後退時に音を発する装置を含む ）。

が搭載されているときは、当該装置を用いなければならない。

第三節 自立及び社会参加

（障がい者スポーツの振興）

第二十七条 県は、スポーツを通じて、障がいのある人が心身の健康を保持増進し、体力及び運動能力を向上させる

とともに、スポーツ活動（スポーツを行い、指導し、若しくは観戦し、又はスポーツの競技会その他の催しの運

営にかかわる活動をいう。以下同じ ）により自立及び社会参加が促進されるよう、障がいのある人が障がいの特。

性に応じて参加することができるスポーツ（以下「障がい者スポーツ」という ）の振興のために必要な施策を講。

ずるものとする。

（スポーツに参加する機会の提供等）

第二十八条 県は、障がいのある人が障がいの特性に応じて多様なスポーツ活動に参加できる機会の提供に努めると

ともに、障がい者スポーツの指導者その他障がい者スポーツの推進に寄与する人材の養成及び資質の向上その他

の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（競技水準の向上）

第二十九条 県は、パラリンピック競技大会その他の国際的な規模のスポーツ競技会又は全国的な規模のスポーツの

競技会で活躍できる障がい者スポーツの選手を育成するため、障がい者スポーツにおける競技水準の向上に努め

るものとする。

（文化芸術活動の振興）

第三十条 県は、障がいのある人の創造性や豊かな感性を育み、表現力を高めるとともに、障がいのある人の自主的

な文化芸術に関する活動（以下「文化芸術活動」という ）により自立及び社会参加が促進されるよう、障がいの。

ある人が障がいの特性に応じて参加することができる文化芸術活動の振興のために必要な施策を講ずるものとす

る。

（文化芸術活動に参加する機会の提供等）

第三十一条 県は、障がいのある人が障がいの特性に応じて多様な文化芸術活動に参加できる機会の提供に努めると

ともに、障がいのある人の文化芸術作品の公演、展示等への支援、これらに関する情報の提供その他の障がいの
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ある人が文化芸術活動に参加するために必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（文化芸術活動の発展）

第三十二条 県は、障がいのある人の文化芸術活動の発展に資するよう、民間の団体等が行う文化芸術の振興のため

の取組の促進その他の障がいのある人の文化芸術活動が活発に行われるような環境の整備のために必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。

（地域における活躍の場の充実）

第三十三条 県は、障がいのある人の自立及び社会参加により地域の活性化を図るため、障がいのある人が障がいの

特性に応じ、その能力を発揮して活躍できる場の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。

（就労等への支援）

第三十四条 県は、障がいのある人の地域における活躍の場が増えるよう、国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律（平成二十四年法律第五十号）第二条第四項に規定する障害者就労施設等その他

、 、関係団体と連携し 障がいのある人が就労その他の生産活動により供給する物品又は役務に対する需要を増進し

その受注の機会の増大を支援するために必要な措置を講ずるものとする。

第四章 県民理解の促進

（広報及び啓発の推進）

第三十五条 県は、基本理念に関する県民の関心と理解を深めるとともに、障がいのある人の権利擁護及び社会参加

等に関する施策が効果的に実施されるよう、必要な広報及び啓発を推進するものとする。

（障がいのある人とない人の交流の推進）

第三十六条 県は、スポーツ活動、文化芸術活動その他の活動を通じて障がいのある人とない人が交流することので

きる機会を積極的に提供し、その相互理解の増進を図るものとする。

２ 県は、障がいのある生徒、児童及び幼児と障がいのない生徒、児童及び幼児との共同学習その他の交流を積極的

に推進し、また、その保護者の共同学習その他の交流に対する理解を深めることにより、その相互理解の増進を

図るものとする。

（県民等の活動の促進）

第三十七条 県は、県民、事業者又はこれらの者が組織する民間の団体が自発的に行う障がいについて理解を深める

活動を促進するため、情報の提供、助言、指導その他の必要な措置を講ずるものとする。

（顕彰）

第三十八条 知事は、地域の活性化に資する活動その他の社会活動において顕著な功績があると認められる障がいの

ある人に対して、顕彰を行うものとする。

第五章 雑則

（規則への委任）

第三十九条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

（罰則）

第四十条 第十一条第四項又は第十八条第六項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、第二十六条の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 第十一条第一項の規定による専門相談員の業務の委嘱の手続その他の行為は、この条例の施行前においても行う

ことができる。

（調整規定）

３ この条例の施行の日が行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）の施行の日前である場合には、同法の施

行の日の前日までの間における第十三条第二項の規定の適用については、同項中「行政不服審査法（平成二十六

年法律第六十八号 」とあるのは 「行政不服審査法（昭和三十七年法律第百六十号 」とする。） 、 ）


